
・重症度、医療・看護必要度 日本ヘルスケアプランニング株式会社作成　2022年2月1日
解釈番号 現行届出済 改定対応済

必要度

必要度

［経過措置］
令和４年３月 31 日において現に次に掲げる入院料等に係る届出を行っている病棟又は病室について
は、令和４年９月 30 日までの間に限り、それぞれ当該入院料等に係る重症度、医療・看護必要度の基
準を満たすものとみなす。
　　・ 急性期一般入院料１
　　・ 急性期一般入院料２
　　・ 急性期一般入院料３
　　・ 急性期一般入院料４
　　・ 急性期一般入院料５
　　・ 急性期一般入院料６
　　・ ７対１入院基本料（結核病棟入院基本料）
　　・ ７対１入院基本料（特定機能病院入院基本料（一般病棟に限る。））
　　・ ７対１入院基本料（専門病院入院基本料）
　　・ 看護必要度加算１
　　・ 看護必要度加算２
　　・ 看護必要度加算３
　　・ 総合入院体制加算１
　　・ 総合入院体制加算２
　　・ 総合入院体制加算３
　　・ 急性期看護補助体制加算
　　・ 看護職員夜間配置加算
　　・ 看護補助加算１
　　・ 地域包括ケア病棟入院料
　　・ 特定一般病棟入院料の注７

　200床未満の重症者割合の基準（表中のカッコは200床以上の基準）

改定後 現行

第２ 病院の入院基本料等に関する
施設基準
４の２ 急性期一般入院基本料、７対１入院基本料、10対１入院基本料及び地域一般入院基本料（地域
一般入院料１に限る。）に係る重症度、医療・看護必要度については、次の点に留意する。

(4) 評価に当たっては、産科患者、15歳未満の小児患者、短期滞在手術等基本料を算定する患者、基本
診療料の施設基準等の別表第二の二十三に該当する患者（基本診療料の施設基準等第十の三に係る
要件以外の短期滞在手術等基本料３に係る要件を満たす場合に限る。）及び基本診療料の施設基準等
の別表第二の二十四に該当する患者は、対象から除外すること。また、重症度、医療・看護必要度Ⅱの
評価に当たっては、歯科の入院患者（同一入院中に医科の診療も行う期間については除く。）は、対象か
ら除外すること。

※ 救命救急入院料、特定集中治療室管理料等についても同様。

第２ 病院の入院基本料等に関する
施設基準
４の２ 急性期一般入院基本料、７対１入院基本料、10対１入院基本料及び地域一般入院
基本料（地域一般入院料１に限る。）に係る重症度、医療・看護必要度について
は、次の点に留意する。
(4) 評価に当たっては、産科患者、15歳未満の小児患者、短期滞在手術等基本料を算定す
る患者及び基本診療料の施設基準等の別表第二の二十三に該当する患者に対して短期
滞在手術等基本料２又は３の対象となる手術、検査又は放射線治療を行った場合（基本診
療料の施設基準等第十の三（３）及び四に係る要件以外の短期滞在手術等基本料２又は３
に係る要件を満たす場合に限る。）は、対象から除外すること。また、重症度、医療・看護必
要度Ⅱの評価に当たっては、歯科の入院患者（同一入院中に医科の診療も行う期間につ
いては除く。）は、対象から除外すること。

重症度、医療・看護必要度　重症者の割合

１．１．一般病棟用の重症度、医療・看護必要度の評価項目について、以下のとおり見直す。
　○ 「点滴ライン同時３本以上の管理」の項目について、「注射薬剤３
　　種類以上の管理」に変更する。
　○ 「心電図モニターの管理」の項目について、評価項目から削除す
　　る。
　○ 「輸血や血液製剤の管理」の項目の評価について、１点から２点に変更する。
２．一般病棟用の重症度、医療・看護必要度の見直しに伴い、入院料等の施設基準における該当患者
割合を見直す。

一般病棟
必要度Ⅰ

一般病棟
必要度Ⅱ

急性期一般
入院料１

3割1分 2割8分

急性期一般
入院料２

2割7分 2割4分

急性期一般
入院料３

2割4分 2割1分

急性期一般
入院料４

2割 1割7分

急性期一般
入院料５

1割7分 1割4分

急性期一般
入院料６

7対1入院基
本料（結核）

1割 0.8割

7対1特定機
能入院基本
7対1専門病
院入院基本

3割 2割8分

看護必要度
加算１

2割2分 2割

看護必要度
加算２

2割 1割8分

看護必要度
加算３

1割8分 1割5分

総合入院体
制加算１

3割3分 3割

総合入院体
制加算２

3割3分 3割

総合入院体
制加算３

3割 2割7分

急性期看護補
助体制加算 0.7割 0.6割

看護職員夜
間配置加算

0.7割 0.6割

看護補助加
算１

0.5割 0.4割

地域包括ケ
ア病棟

1割2分 0.8割

特定一般病棟
入院料注７ 1割2分 0.8割

入院料6廃止
基の入院料７が6に変更

必要度基準無し

2022年度診療報酬改定後 一般病棟必要度Ⅰ 一般病棟必要度Ⅱ

急性期一般入院料１ 28%（31） 25%（28）

急性期一般入院料２ 25%（27） 22%（24）

急性期一般入院料３ 22%（24） 19%（21）

急性期一般入院料４ 18%（20） 15%（17）

日本ヘルスケアプランニング株式会社
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・重症度、医療・看護必要度 日本ヘルスケアプランニング株式会社作成　2022年2月1日
解釈番号 現行届出済 改定対応済改定後 現行

必要度

必要度

第１
基本的な考え方
高度急性期医療を要する患者の状態に応じた適切な評価を行う観点から、救命救急入院料１及び３にお
ける重症度、医療・看護必要度 に係る評価票を見直す。
第２
具体的な内容
救命救急入院料１及び３における重症度、医療・看護必要度の測定に用いる評価票について、特定集中
治療室用の評価票からハイケアユニット用の評価票に変更する 。

［経過措置］
令和４年３月 31 日時点で 救命救急入院料１又は３ の届出を行っている病棟にあっては、令和 4年3 月
31 日までの間に限り、令和 ４ 年度改定前の「基本診療料の施設基準等及びその届出に関する手続き
の取扱いについて」（ 令和２ 年３月５日保医発 0305 第２号）の別添６の別紙 17 の特定集中治療室用の
重症度、医療・看護必要度に係る評価票を用いて評価をしても差し支えないこと。

特定集中治療室管理料における重症度、医療・看護必要度の評価項目及び判定基準の見直し

救命救急入 院料１及び３における重症度、医療・看護必要度の評価票の見直し

第１
基本的な考え方
高度急性期の入院医療の必要性に応じた適切な評価を行う観点から、特定集中治療室用の重症度、医
療・看護必要度について、必要度の判定に係る評価項目及び判定基準を見直す とともに、レセプト電算
処理システム用コードを用いた評価を導入する 。

第２
具体的な内容
特定集中治療室用の重症度、医療・看護必要度について、以下のとおり 見 直 す。

１．「心電図モニターの管理」の項目について、 患者の９割以上が該当している 実態 を 踏まえ、
　　評価指標から 当該 項目を廃止する とともに判定基準を見直す 。
２．「Ｂ 患者の状況等」の項目（以下「Ｂ項目」という。）について、入院患者の状態に応じた適切な
　　評価の実施及び医療従事者の業務負担軽減を推進する観点から、 評価指標から当該項目
　　を 廃止するとともに判定基準を見直す。
３特定集中治療室用の重症度、医療・看護必要度について、レセプト電算処理システム用コード
　を用いた評価を導入する。なお、特定集中治療室用の重症度 、医療・看護必要度Ⅱを用いて評
　価する場合の患者割合の基準を見直す。

３．急性期一般入院基本料について、施設基準における重症度、医療・看護必要度の該当患者割合の
基準を変更することに伴い、以下の入院料の評価を見直す。なお、令和４年３月 31 日時点において、急
性期一般入院料６に係る届出を行っている病棟については、同年９月 30 日までの間、改定前の医科診
療報酬点数表により急性期一般入院料６を算定可能とする。

【急性期一般入院基本料】
（削除）
急性期一般入院料６　　1,382点

【急性期一般入院基本料】
急性期一般入院料６　　1,408点
急性期一般入院料７　　1,382点

［経過措置］
令和４年３月 31 日時点で特定集中治療室管理料の届出を行っている病棟にあっては、令和 4年3 月
31 日までの間に限り、令和 ４ 年度改定前の「基本診療料の施設基準等及びその届出に関する手続き
の取扱いについて」（ 令和２ 年３月５日保医発 0305 第２号）の別添６の別紙 17 の特定集中治療室用の
重症度、医療・看護必要度に係る評価票を用いて評価をしても差し支えないこと。

特定集中治
療室の重症
度、医療看
護必要度Ⅰ

特定集中治
療室の重症
度、医療看
護必要度Ⅱ

救急救命
入院料２

8割 7割

救急救命
入院料４

8割 7割

特定集中治
療室管理１

8割 7割

特定集中治
療室管理２

8割 7割

特定集中治
療室管理３

7割 6割

特定集中治
療室管理４

7割 6割

現行

救急救命
入院料２

8割

救急救命
入院料４

8割

特定集中治
療室管理１

8割

特定集中治
療室管理２

8割

特定集中治
療室管理３

7割

特定集中治
療室管理４

7割
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